
国民健康保険事業特別会計

　

市

市 民

（国保加入者）
東京都国民健康

保険団体連合会

医療機関

市税（一般会計）

窓口負担

（3割又は2割）
医療給付費

（7割又は8割）

歳 入 歳 出

国民健康

保険税

都支出金繰入金 保険給付費
国民健康保険

事業費納付金

保険税納付 給付費の支出

その他その他

東京都

　保険税の改定内容

令和5年度
（2023）

令和4年度
（2022）

増△減

均 等 割 額 （ 円 ） 43,000 38,700 4,300
所 得 割 率 （ ％ ） 7.29 6.70 0.59
均 等 割 額 （ 円 ） 13,600 13,300 300
所 得 割 率 （ ％ ） 2.38 2.20 0.18
均 等 割 額 （ 円 ） 16,700 15,600 1,100
所 得 割 率 （ ％ ） 2.28 2.10 0.18

区　分

医 療 給 付 費 分

後期高齢者支援金分

介 護 納 付 金 分

モデルケース
　　給与収入が400万円の4人世帯の場合 年額　495,400円→538,100円（42,700円増）
　　（40代夫婦・子ども（就学児）2人）

　保険税収入額及び収入率の推移

区　　分
令和元年度

（2019）決算
令和2年度

（2020）決算
令和3年度

（2021）決算
令和4年度

（2022）予算
令和5年度

（2023）予算

収 入 額 （ 億 円 ） 118.9 124.4 127.4 128.4 139.3

収 入 率 （ ％ ） 77.4 81.9 86.3 86.1 89.9

　一般会計繰入金の推移 （単位　億円）

区　　分
令和元年度

（2019）決算
令和2年度

（2020）決算
令和3年度

（2021）決算
令和4年度

（2022）予算
令和5年度

（2023）予算

一 般 会 計 繰 入 金 64.0 52.7 48.9 56.2 53.3

う ち 一 般 財 源 46.2 34.2 29.5 36.4 30.9

　世帯数及び被保険者数

令和5年度
（2023）

令和4年度
（2022）

増△減

80,527 80,645 △ 118

118,218 120,791 △ 2,573

49,782 51,459 △ 1,677

区　分

世 帯 数 （ 世 帯 ）

被 保 険 者 数 （ 人 ）

（うち前期高齢者）
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　歳入 （単位　千円）

1

2

3

4

5

6

7

款

1,668

13,928,568 12,844,946

計

国 民 健 康 保 険 税

一 部 負 担 金

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

58,392,587 57,127,917 2.21,264,670

23.0

諸 収 入

19.1

115,367 98,378 17.3

96,498 81,000 15,498

2,052

16,989

0.0

5,332,150 5,621,935 △ 5.2

38,917,951 38,479,989 1.1

0

384

437,962

△ 289,785

1 1

8.4

増減率（％）
令 和 4 年 度
（ 2022 ）

令 和 5 年 度
（ 2023 ）

増△減

1,083,622

　歳出 （単位　千円）

1

2

3

4

5

6

7

805,214

705,898 704,216 1,682 0.2

10△ 5 △ 33.3

増 △ 減

903,255 149

5,332,15057,127,917

5,0000.0

17.9

221,454 48,236

0

14,477

211,8662,052 38,917,9511,264,670

13,928,568 180

2.2

95,560

3,797,249475,456

11,166

56,755

405,182289,550

13,928,568

4.6

令和5年度
（ 2023 ）

款

54,519990,9051,045,424総 務 費

令 和 5 年 度 （ 2023 ） 予 算 額 の 財 源 内 訳

保 険 税

増 減 率
（ ％ ）

5.5

令和4年度
（ 2022 ） 国 庫

支 出 金
都 支 出 金

一 般 会 計
繰 入 金

そ の 他

保 険 給 付 費 38,282,487 37,893,704

1,446

38,012,3711.0

140,574

388,783 426

計

国 民 健 康
保 険 事 業 費
納 付 金

18,258,208 17,452,994

15

保 健 事 業 費

58,392,587

予 備 費 5,000 5,000

諸 支 出 金 95,560 81,083

共 同 事 業
拠 出 金

10
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歳　入

1　国民健康保険税

13,928,568

　医療給付費分

前 (12,844,946)

比 <1,083,622>

　

　後期高齢者支援金分

　

　介護納付金分（40歳から64歳までの介護保険第2号被保険者）

　

　

　

　国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、保険税を改定する。

7.29 6.70 0.59

区　　分
令和5年度 令和4年度

増△減
（2023） （2022）

13,300 300

所 得 割 率 （ ％ ） 2.38 2.20 0.18

均 等 割 額 （ 円 ） 16,700 15,600 1,100

所 得 割 率 （ ％ ） 2.28 2.10 0.18

計　上　額

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明

区　　分
令和5年度 令和4年度

増△減
（2023） （2022）

均 等 割 額 （ 円 ） 43,000 38,700

区　　分
令和5年度 令和4年度

増△減
（2023） （2022）

4,300

所 得 割 率 （ ％ ）

均 等 割 額 （ 円 ） 13,600

調定見込額 収入見込額 収入率（％） 調定見込額 収入見込額 収入率（％）

14,030,336 13,407,401 95.6 12,954,464 12,216,060 94.3

9,756,135 9,331,743 95.6 8,930,113 8,431,422 94.4

一 般 分 9,756,134 9,331,742 95.6 8,930,112 8,431,421 94.4

退 職 者 分 1 1 100.0 1 1 100.0

3,127,312 2,991,274 95.7 2,954,507 2,789,516 94.4

一 般 分 3,127,311 2,991,273 95.7 2,954,506 2,789,515 94.4

退 職 者 分 1 1 100.0 1 1 100.0

1,146,889 1,084,384 94.6 1,069,844 995,122 93.0

一 般 分 1,146,888 1,084,383 94.6 1,069,843 995,121 93.0

退 職 者 分 1 1 100.0 1 1 100.0

1,457,720 521,167 35.8 1,959,145 628,886 32.1

974,885 348,757 35.8 1,297,908 417,024 32.1

一 般 分 973,956 348,482 35.8 1,293,665 416,363 32.2

退 職 者 分 929 275 29.6 4,243 661 15.6

335,114 118,542 35.4 458,555 146,442 31.9

一 般 分 334,788 118,448 35.4 457,142 146,215 32.0

退 職 者 分 326 94 28.8 1,413 227 16.1

147,721 53,868 36.5 202,682 65,420 32.3

一 般 分 147,393 53,769 36.5 201,369 65,214 32.4

退 職 者 分 328 99 30.2 1,313 206 15.7

15,488,056 13,928,568 89.9 14,913,609 12,844,946 86.1

10,731,020 9,680,500 90.2 10,228,021 8,848,446 86.5

3,462,426 3,109,816 89.8 3,413,062 2,935,958 86.0

1,294,610 1,138,252 87.9 1,272,526 1,060,542 83.3

医 療 給 付 費 分

後期高齢者支援金分

介 護 納 付 金 分

介 護 納 付 金 分

滞 納 繰 越 分

医 療 給 付 費 分

後期高齢者支援金分

介 護 納 付 金 分

計

後期高齢者支援金分

区　　分
令和5年度（2023） 令和4年度（2022）

現 年 課 税 分

医 療 給 付 費 分
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計　上　額 説　　　　　　　　　　明

4　都支出金

38,917,951 都補助金

前 (38,479,989) (1)保険給付費等交付金 38,738,679(38,311,757)

比 <437,962> 普通交付金 （37,657,746）

特別交付金

(2)国民健康保険都費補助金 168,727 (157,629)

(3)健康増進事業費補助金 10,545 (10,603)

5　繰入金

5,332,150 一般会計繰入金

前 (5,621,935) (1)保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 1,857,489 (1,641,360)

比 <△289,785> 都負担分

　 市負担分

(2)保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 1,078,814 (945,053)

国庫負担分

都負担分

市負担分

(3)未就学児均等割保険税繰入金 56,770 (55,643)

国庫負担分

都負担分

市負担分

(4)職員給与費等繰入金 904,000 (850,577)

(5)出産育児一時金繰入金 120,666 (108,080)

(6)その他一般会計繰入金 1,314,411 (2,021,222)

28,385 (27,821)

14,192 (13,911)

14,193 (13,911)

742,418

1,393,116

269,704

(1,231,020)

(410,340)

(472,526)

(236,263)

(236,264)

464,373

539,407

269,703

37,996,261

 (654,011)
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　 歳　出 （単位　千円）
説明書
ページ

370～
373

都市像 2 施策番号 8 ― 予算科目 2 2―

　被保険者に対して医療に係る給付を行うほか、東京都国民健康保険団体連合会に対し、
診療報酬等審査支払手数料を支払う。

都市像 2 施策番号 8 ― 予算科目 2 1

　被保険者の負担軽減を図るため、医療費が自己負担限度額を超えた場合、高額療養費を
給付する。また、医療費と介護費の合計額が自己負担限度額を超えた場合、高額介護合算
療養費を給付する。

令和3年度決算
（2021）

4,715,172 4,715,172 0

対前年 350,224 350,224

4,472,224 4,472,224 0

その他

予算

令和5年度
（2023） 4,822,448 4,822,448 0

令和4年度
（2022）

事業費 保険税 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金

事 務 事 業 名

1～4
説明書
ページ

372～
373

重　点
テーマ

取組方針

高額療養費 健康医療部保険年金課

19,960

令和3年度決算
（2021）

32,979,028 343 32,912,785 23,201 42,699

対前年 6,928 62 △ 13,086 △ 8

事業費 保険税 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金

取組方針 ―

事 務 事 業 名

1～5
重　点
テーマ

療養諸費 健康医療部保険年金課

33,149,693 364 33,120,310 743 28,276

その他

予算

令和5年度
（2023） 33,156,621 426 33,107,224 735 48,236

令和4年度
（2022）

　療養給付費・療養費及び審査支払手数料

令和5年度（2023） 令和4年度（2022） 増△減

療 養 給 付 費 32,799,066 32,790,720 8,346 

療 養 費 273,506 276,559 △ 3,053 

小　計 33,072,572 33,067,279 5,293 

療 養 給 付 費 230 230 0 

療 養 費 1 110 △ 109 

小　計 231 340 △ 109 

33,072,803 33,067,619 5,184 

83,818 82,074 1,744 

33,156,621 33,149,693 6,928 

計

審 査 支 払 手 数 料

合　　　　　計

区　　分

一
般
分

退
職
分

令和5年度（2023） 令和4年度（2022） 増△減

高 額 療 養 費 4,818,343 4,468,765 349,578 

高額介護合算療養費 4,103 3,358 745 

小　計 4,822,446 4,472,123 350,323 

高 額 療 養 費 1 100 △ 99 

高額介護合算療養費 1 1 0 

小　計 2 101 △ 99 

4,822,448 4,472,224 350,224 

　高額療養費等

区　　分

一
般
分

退
職
分

計
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1 出産育児一時金
給付額 500,000円/件
対象 362件

直接支払制度

181,000

　出産育児一時金を医療機関等に直接支払うことで、被保険者の医療機関等での出産時
の費用負担を軽減する制度

3 1～3 1・2
説明書
ページ

令和3年度決算
（2021）

16,774,578 12,663,329 25,060 501,784 3,286,910 297,495

376～
379

2 4 1・2
説明書
ページ

374～
375

事 務 事 業 名 出産育児費 健康医療部保険年金課

事業費 保険税 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金 その他

都市像 2 施策番号 8
重　点
テーマ ― 取組方針 ― 予算科目

予算

令和5年度
（2023） 181,069 181,069 0

令和4年度
（2022） 162,188 162,188 0

対前年 18,881 18,881

令和3年度決算
（2021）

140,355 140,355 0

　被保険者が出産した際に、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一時金
を支給する。また、直接支払制度に係る出産育児一時金の支払業務を東京都国民健康保険
団体連合会に委託し、手数料を支払う。
　本年度は、国の少子化対策に合わせて、出産育児一時金の額を現行の42万円から50万円
へ引き上げる。

事 務 事 業 名 国民健康保険事業費納付金 健康医療部保険年金課

事業費 保険税 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金 その他

都市像 2 施策番号 8
重　点
テーマ ― 取組方針 ― 予算科目

予算

令和5年度
（2023） 18,258,208 13,928,568 180 475,456 3,797,249 56,755

令和4年度
（2022） 17,452,994 12,844,946 103 379,922 4,170,211 57,812

対前年 805,214 1,083,622 77 95,534 △ 372,962 △ 1,057

　国民健康保険制度において、財政運営の主体となる東京都に対し、区市町村ごとの医療
費水準や所得水準を考慮し算定された国民健康保険事業費納付金を納付する。

　納付金の内訳

令和5年度（2023） 令和4年度（2022） 増△減

12,711,136 12,212,317 498,819 

4,094,548 3,747,466 347,082 

1,452,524 1,493,211 △ 40,687 

18,258,208 17,452,994 805,214 

介 護 納 付 金 分

計

区　分

後期高齢者支援金等分

医 療 給 付 費 分
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1 特定健康診査
検診事務専門員報酬等  2人
特定健康診査業務委託料

2 特定保健指導
特定保健指導員報酬等　5人
積極的支援業務等委託料

1 生活習慣病重症化予防
受診勧奨通知・個別案内等郵送料
受診勧奨通知等作成委託料

　生活習慣病の早期発見、重症化の予防を図るため、「高齢者の医療の確保に関する法
律」に基づき、40歳以上の被保険者に対し、特定健康診査及び特定保健指導を行う。

626,774
6,892

580,321

40,854
22,689

都市像 2 施策番号 11
重　点
テーマ 未来の主役づくり 取組方針 ウ 予算科目 5 1 1

説明書
ページ

380～
381

事 務 事 業 名 特定健康診査等事業費 健康医療部成人健診課

事業費 保険税 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金 その他

予算

令和5年度
（2023） 667,628 272,306 395,322 0

令和4年度
（2022） 671,436 284,222 387,214 0

対前年 △ 3,808 △ 11,916 8,108

令和3年度決算
（2021）

583,984 243,415 339,468 1,101

都市像 2 施策番号 11
重　点
テーマ 未来の主役づくり 取組方針 ウ 予算科目 5 2 2

8,414

説明書
ページ 383

事 務 事 業 名 生活習慣病重症化予防 健康医療部成人健診課

事業費 保険税 国庫支出金 都支出金 一般会計繰入金 その他

予算

令和5年度
（2023） 1,292 555 737 0

令和4年度
（2022） 2,306 1,645 661 0

対前年 △ 1,014 △ 1,090 76

令和3年度決算
（2021）

1,155 1,155 0

390
556

1,292

　被保険者の健康増進及び健康寿命の延伸を図るため、生活習慣病が重症化するリスクの
高い方に対し、医療機関への受診勧奨を行うとともに、必要に応じて保健指導を実施す
る。特に、糖尿病性腎症が疑われる方に対しては、かかりつけ医と連携した保健指導を実
施する。また、特定健診を未受診で、糖尿病の治療を中断している方に対して、受診勧奨
通知を発送する。
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